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2019年５月31日
　株主の皆さまへ

第１４０回定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

会社の新株予約権等に関する事項・・１

連結注記表・・・・・・・・・・・・３

個別注記表・・・・・・・・・・・・13

　上記の事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、インター

ネット上の当社ホームページ（http://www.yuasa.co.jp）に掲載することにより、株

主の皆さまに提供しております。

ユアサ商事株式会社

表紙
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会社の新株予約権等に関する事項
   当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株

予約権等の状況

名称
発行

決議日

新株

予約権

の数

新株予約権

の目的とな

る株式の種

類と数

（注）１

新株

予約権の

払込金額

新株

予約権の

行使価額

（注）１

新株

予約権の

行使期間

主な行使

の条件

役員の保有状況

（注）１

取締役(社外取締役を除く)

監査役(社外監査役を除く)

社外監査役

2008年度

新株予約権

2008年

７月18日

（注）２

70個
普通株式

7,000株

（注）３
１個につき

100円

2008年

８月９日から

2038年

８月８日まで

（注）４

１名 54個 5,400株

１名 16個 1,600株

－

2009年度

新株予約権

2009年

７月10日
155個

普通株式

15,500株

2009年

８月６日から

2039年

８月５日まで

２名 131個 13,100株

１名 24個 2,400株

－

2010年度

新株予約権

2010年

７月16日
248個

普通株式

24,800株

2010年

８月10日から

2040年

８月９日まで

３名 221個 22,100株

１名 27個 2,700株

－

2011年度

新株予約権

2011年

７月22日
189個

普通株式

18,900株

2011年

８月10日から

2041年

８月９日まで

４名 149個 14,900株

１名 30個 3,000株

１名 10個 1,000株

2012年度

新株予約権

2012年

７月13日
216個

普通株式

21,600株

2012年

８月８日から

2042年

８月７日まで

６名 179個 17,900株

１名 28個 2,800株

１名 9個 900株

2013年度

新株予約権

2013年

７月19日
157個

普通株式

15,700株

2013年

８月９日から

2043年

８月８日まで

６名 137個 13,700株

１名 20個 2,000株

－

2014年度

新株予約権

2014年

７月11日
124個

普通株式

12,400株

2014年

８月７日から

2044年

８月６日まで

６名 124個 12,400株

－

－

2015年度

新株予約権

2015年

７月10日
94個

普通株式

9,400株

2015年

８月６日から

2045年

８月５日まで

６名 94個 9,400株

－

－

－ 1 －

会社の新株予約権等に関する事項
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名称
発行

決議日

新株

予約権

の数

新株予約権

の目的とな

る株式の種

類と数

（注）１

新株

予約権の

払込金額

新株

予約権の

行使価額

（注）１

新株

予約権の

行使期間

主な行使

の条件

役員の保有状況

（注）１

取締役(社外取締役を除く)

監査役(社外監査役を除く)

社外監査役

2016年度

新株予約権

2016年

７月15日
146個

普通株式

14,600株

（注）３
１個につき

100円

2016年

８月６日から

2046年

８月５日まで
（注）４

６名 134個 13,400株

１名 12個 1,200株

－

2017年度

新株予約権

2017年

７月14日
108個

普通株式

10,800株

2017年

８月10日から

2047年

８月９日まで

６名 100個 10,000株

１名 8個 800株

－

（注）１　2014年10月１日付で普通株式10株を１株にする株式併合を行っております。これに伴い2008年度から2014年度新株予約権の目的となる株式数を１個につき100

株に調整しております。

２　2008年７月18日開催の取締役会決議については、2008年７月23日に新株予約権を割り当てる日等について一部変更の取締役会決議を行っております。

３　新株予約権との引換えに払込を要しない。

４　新株予約権の主な行使の条件

①新株予約権者は、新株予約権を行使できる期間内において、原則として当社の取締役、監査役及び執行役員のいずれの地位をも喪失したときに限り、新株予

約権を行使できるものとする。ただし、この場合、新株予約権者は、地位を喪失した日の翌日（以下「権利開始日」という）から当該権利開始日より10日を

経過する日（ただし、当該日が営業日でない場合には、前営業日）までの間に限り、新株予約権を行使することができる。

②上記①にかかわらず、新株予約権者が権利行使期限日の１年前の応当日に至るまでに権利開始日を迎えなかった場合には、新株予約権者は、権利行使期限日

の１年前の日から権利行使期限日までの期間内に限り新株予約権を行使できるものとする。

③新株予約権者が、募集新株予約権を放棄した場合には、かかる募集新株予約権を行使することができないものとする。

５　取締役が保有している新株予約権の一部には、取締役が執行役員在任時に付与されたものが含まれております。

６　監査役が保有している新株予約権は、監査役が執行役員及び取締役在任時に付与されたものであります。

７　社外取締役に対しては新株予約権を付与しておりません。

８　2013年度から社外監査役に対しては新株予約権を付与しておりません。

９　2014年度から監査役に対しては新株予約権を付与しておりません。

10　2018年６月22日開催の第139回定時株主総会において、株式報酬として、役位及び中期経営計画の達成度に応じて支給株式数が変動する新たな株式報酬制度を

導入したことに伴い、2018年度から、新たな新株予約権は付与しておりません。

－ 2 －

会社の新株予約権等に関する事項
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連　結　注　記　表

(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の状況

連結子会社の数　　　　　　　28社

主要な連結子会社の名称

　主要な連結子会社の名称は、事業報告「１.企業集団の現況に関する事項 10.重要な親会社

及び子会社の状況 (2)重要な子会社の状況」に記載のとおりであります。

(2) 連結範囲の変更

　当連結会計年度より、非連結子会社であったYUASA ENGINEERING SOLUTION(THAILAND)CO., 

LTD.は重要性が増したため、連結の範囲に含めております。

　(3) 非連結子会社の状況

主要な非連結子会社の名称　　ユアテクニカ㈱

YUASA CONSTRUCTION EQUIPMENT SDN. BHD.

連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響

を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

持分法を適用した関連会社の数　　１社

会社の名称　　　　　　　　　　　㈱シーエーシーナレッジ

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の状況

主要な会社の名称　　　　　　　　ユアテクニカ㈱

YUASA CONSTRUCTION EQUIPMENT SDN. BHD.

持分法を適用しない理由

　持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ重要

性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

－ 3 －

連結注記表
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３　連結子会社の決算日等に関する事項

　連結子会社の決算日は13社を除き３月31日であり、連結決算日と同一であります。また連結

決算日との差異が３カ月を超えない13社は、その重要な取引については、決算日の相違による

調整を行っております。

４　会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

 その他有価証券

  時価のあるもの　　　連結決算日の市場価格に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

  時価のないもの　　　移動平均法による原価法

②デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法

③たな卸資産の評価基準及び評価方法

主として移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により

算定）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産　　　　　　定率法によっております。

(リース資産を除く)　　　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）及び賃貸用固定資産、並びに2016年４月１日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

無形固定資産　　　　　　定額法によっております。

(リース資産を除く)　　　ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

リース資産　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっ

ております。ただし、残存価額については、リース契約上に残価

保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のもの

は零としております。

－ 4 －

連結注記表
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(3) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金　　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金　　　　　　　従業員に対する賞与支給に備え、賞与支給見込額を計上してお

ります。

役員賞与引当金　　　　　役員に対する賞与支給に備え、当連結会計年度における支給見

込額を計上しております。

役員退職慰労引当金　　　連結子会社の一部は、その役員の退職慰労金支給に備え、内規

に基づく期末要支給額を計上しております。

株式給付引当金          当社の執行役員への当社株式の交付又は金銭の給付に備えるた

め、役員報酬BIP信託に関する株式交付規程に基づき、当連結会計

年度における交付等見込額を計上しております。

役員株式給付引当金      当社の取締役への当社株式の交付又は金銭の給付に備えるため、

役員報酬BIP信託に関する株式交付規程に基づき、当連結会計年度

における交付等見込額を計上しております。

(4) のれんの償却に関する事項

　のれんの償却については、５年間で均等償却しております。ただし、その効果の発現す

る期間を５年間以上見積ることが可能な場合には、その見積期間で均等償却しております。

(5) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

  退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計

年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基

準によっております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

  数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）による定額法

により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益

処理しております。

－ 5 －

連結注記表
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③小規模企業等における簡便法の採用

  連結子会社の一部は、退職給付に係る負債及び退職給付費用

の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債

務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

消費税等の会計処理　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっておりま

す。

ヘッジ会計の処理　　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約について、

振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用しておりま

す。

連結納税制度の適用　　　連結納税制度を適用しております。

(表示方法の変更に関する注記)

(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）

を当連結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、

繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

(追加情報)
(業績連動型株式報酬制度)

当社は、取締役（社外取締役及び国内非居住者を除く。）及び委託契約を締結している執行

役員（国内非居住者を除く。以下、取締役と併せて「取締役等」という。）に信託を通じて自

社の株式を交付する取引を行っております。

１．取引の概要

本取引は、取締役等の報酬と当社の株式価値との連動性をより明確にし、中長期的な業績向

上と企業価値増大への貢献意識を高めることを目的として、2018年８月６日に業績連動型株式

報酬制度を導入いたしました。

本制度は、当社が拠出する取締役等の報酬額を原資とし、役員報酬BIP（Board Incentive 

Plan）信託を通じて当社株式が取得され、取締役等に当社株式及び当社株式の換価処分金相当

額の金銭の交付及び給付を行うものです。

２．信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純

資産の部に自己株式として計上しております。

当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度末324百万円、84,000株であります。

－ 6 －

連結注記表
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(連結貸借対照表に関する注記)

１　営業上の担保に供している資産

建物及び構築物 12百万円

土地 107百万円

投資有価証券 512百万円

上記に対応する債務

支払手形及び買掛金 1,572百万円

２　有形固定資産減価償却累計額 8,278百万円

３　保証債務

　金融機関からの借入等に対し債務保証を行っております。

従業員に対する保証 7百万円

４　受取手形割引高 411百万円

５　受取手形裏書譲渡高 354百万円

６　期末日満期手形等

　　　期末日満期手形、確定期日に現金決済される売掛金・買掛金及び電子記録債権債務の会計処

　　理については、手形交換日、確定期日または決済日をもって決済処理をしております。

　　　なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形等が期末日

　　残高に含まれております。

受取手形及び売掛金 4,957百万円

電子記録債権 1,272百万円

支払手形及び買掛金 6,915百万円

電子記録債務 2,237百万円

－ 7 －

連結注記表
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(連結株主資本等変動計算書に関する注記)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数
当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

普通株式 23,155千株 － － 23,155千株

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数
当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

普通株式 1,012千株 84千株 68千株 1,029千株

（注）上記自己株式には、「役員報酬BIP信託」の信託口が保有する自己株式を含めております。

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

 単元未満株式の買取請求による増加

 役員報酬BIP信託の買付けによる増加

0千株

84千株

 減少数の内訳は、次のとおりであります。

 新株予約権の行使による減少 68千株

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2018年５月11日
取締役会

普通株式 1,328 利益剰余金 60.00
2018年
３月31日

2018年
６月４日

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2018年11月２日
取締役会

普通株式 1,332 利益剰余金 60.00
2018年
９月30日

2018年
12月３日

（注）配当金の総額には、役員報酬BIP信託が保有する当社株式への配当金５百万円が含まれております。
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(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるも

の

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2019年５月10日
取締役会

普通株式 1,776 利益剰余金 80.00
2019年
３月31日

2019年
６月３日

（注）１  配当金の総額には、役員報酬BIP信託が保有する当社株式への配当金６百万円が含まれております。

２  １株当たり配当額には、設立100周年記念配当10.00円が含まれております。

４　新株予約権に関する事項（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）

取締役会決議日
目的となる
株式の種類

当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末株式数

2008年７月18日（注）１ 普通株式 12千株 － 3千株 8千株

2009年７月10日 普通株式 28千株 － 10千株 17千株

2010年７月16日 普通株式 36千株 － 9千株 27千株

2011年７月22日 普通株式 32千株 － 9千株 23千株

2012年７月13日 普通株式 40千株 － 8千株 31千株

2013年７月19日 普通株式 33千株 － 7千株 25千株

2014年７月11日 普通株式 28千株 － 6千株 22千株

2015年７月10日 普通株式 26千株 － 5千株 21千株

2016年７月15日 普通株式 36千株 － 5千株 31千株

2017年７月14日 普通株式 26千株 － 2千株 23千株

合計 300千株 － 68千株 232千株

（注）１  2008年７月23日に新株予約権を割り当てる日等について一部変更の取締役会決議を行っております。
      ２  2014年10月１日付で普通株式10株を１株にする株式併合を実施したため、当該株式併合の影響を考

慮しております。
      ３  2018年６月22日開催の第139回定時株主総会において、株式報酬として、役位及び中期経営計画の達

成度に応じて支給株式数が変動する新たな株式報酬制度を導入したことに伴い、2018年度から新た
な新株予約権は付与しておりません。

－ 9 －

連結注記表



2019/05/18 17:57:42 / 18483331_ユアサ商事株式会社_招集通知

(金融商品に関する注記)

１　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、主に工場関連分野、住宅・建築・建設分野等の商品の販売並びに商品販

売に関わる機能やサービス提供を行うため、必要に応じて銀行借入により資金を調達する方

針であります。

　デリバティブ取引は、外貨建債権債務及び外貨建予定取引に係る為替変動リスク及び借入

金の金利変動リスクを回避する目的で、為替予約及び金利スワップ取引を利用する場合があ

りますが、投機的な取引は行わない方針であります。なお、デリバティブ取引の相手先は信

用度の高い国内の銀行及び上場企業に限定しております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されて

おります。当該リスクに関しては、当社グループの社内管理規程等に基づく与信管理を行い、

取引先ごとの期日管理及び残高確認を行うとともに、主な取引先の信用状況を把握する体制

としております。また、海外に事業展開していることから、外貨建ての営業債権は、為替の

変動リスクに晒されておりますが、為替予約を利用してヘッジしております。

　投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、業務上の関係を有する企

業の株式であり、定期的に把握された時価については、社内管理規程等に基づく報告が行わ

れ、継続保有・投資の減額等の検討が行われます。

　営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、殆ど１年以内の支払期日であ

ります。また、その一部には、輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒さ

れておりますが、為替予約を利用してヘッジしております。

　借入金のうち、短期借入金は営業取引に係る資金調達であり、ファイナンス・リース取引

に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達であります。なお、支払金利の変動リス

クを回避し、支払利息の固定化を図るために、個別契約ごとに金利スワップ取引をヘッジ手

段として利用する場合があります。

　当社グループのデリバティブ取引は、社内管理規程等に則って行われており内部牽制が効

果的に機能するよう取引執行・事務管理・帳票監査等それぞれ管理・事務の分掌を行ってお

ります。また、定期的に取引相手先と残高確認を行い、内部資料と相違がないか照合してお

ります。加えて為替予約取引及び金利デリバティブ取引の状況の把握、報告等が、社内管理

規程等で義務付けられており、為替・金利市場の変動時にも対応できる管理体制を採ってお

ります。
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２　金融商品の時価等に関する事項

　2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、時価を把握することが困難と認められるものは含まれておりません。

連結貸借対照表
計上額

（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

(1) 現金及び預金 36,870 36,870 －

(2) 受取手形及び売掛金 132,715 132,715 －

(3) 電子記録債権 17,805 17,805 －

(4) 投資有価証券

その他有価証券 9,931 9,931 －

資産計 197,323 197,323 －

(1) 支払手形及び買掛金 129,554 129,554 －

(2) 電子記録債務 19,093 19,093 －

(3) 短期借入金 3,048 3,048 －

(4) リース債務 274 274 －

負債計 151,970 151,970 －

デリバティブ取引 (※) (1) (1) －

(※)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計額で正味債
務となる項目は、（  ）で示しております。

（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産
(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、並びに(3) 電子記録債権

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額によっております。

(4) 投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

負債
(1) 支払手形及び買掛金、(2) 電子記録債務、並びに(3) 短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額によっております。

(4) リース債務
　リース債務はリース料総額をリース実行時の追加借入利子率で割り引いた現在価値により
算定しております。新規リース取引を行った場合に想定される追加借入利子率は、リース実
行後から大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、
当該帳簿価額によっております。

デリバティブ取引
  外貨建債権債務及び外貨建予定取引を対象とした為替予約であり、時価の算定方法は取引先金
融機関等から提示された価格等に基づいております。
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(１株当たり情報に関する注記)

１　１株当たり純資産額 3,464円20銭

２　１株当たり当期純利益 408円27銭

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益 404円02銭
（注）１  １株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に役員報酬BIP信託が保

有する当社株式(期末発行済株式数84千株)を含めております。
２  １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりであ

ります。

連結損益計算書上の親会社株主に帰属する当期純利益 9,038百万円

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 9,038百万円

普通株式の期中平均株式数 22,138千株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた
普通株式増加数

232千株

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算
において控除する自己株式数に役員報酬BIP信託が保有する当社株式(期中平均株式数56千株)を含
めております。

(重要な後発事象に関する注記)

該当事項はありません。

(その他の注記)

記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個　別　注　記　表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

１　資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式及び関連会社株式　　　　移動平均法による原価法

②その他有価証券

時価のあるもの　　　　決算日の市場価格に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

時価のないもの　　　　移動平均法による原価法

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

主として移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により

算定）

２　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産　　　　　　　定率法によっております。

(リース資産を除く)　　　　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構

築物については、定額法によっております。

無形固定資産　　　　　　　定額法によっております。

(リース資産を除く)　　　  ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

リース資産　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっ

ております。ただし、残存価額については、リース契約上に残価

保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のもの

は零としております。
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３　引当金の計上基準

貸倒引当金　　　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金　　　　　　　　従業員に対する賞与支給に備え、賞与支給見込額を計上してお

ります。

役員賞与引当金　　　　　　役員に対する賞与支給に備え、当事業年度における支給見込額

を計上しております。

株式給付引当金            当社の執行役員への当社株式の交付又は金銭の給付に備えるた

め、役員報酬BIP信託に関する株式交付規程に基づき、当事業年度

における交付等見込額を計上しております。

役員株式給付引当金        当社の取締役への当社株式の交付又は金銭の給付に備えるため、

役員報酬BIP信託に関する株式交付規程に基づき、当事業年度にお

ける交付等見込額を計上しております。

退職給付引当金　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると

認められる額を計上しております。

　なお、退職給付信託を設定したことにより、年金資産額が退職

給付債務見込額に未認識過去勤務費用等を加減した額を超過した

為、経過的に前払年金費用として貸借対照表の投資その他の資産

の「その他」に計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末

までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっ

ております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）による定額法により按

分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理しておりま

す。
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４　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっておりま

す。

ヘッジ会計の処理　　　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約について、

振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用しておりま

す。

連結納税制度の適用　　　　連結納税制度を適用しております。

(表示方法の変更に関する注記)

(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）

を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰

延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

(追加情報)

(業績連動型株式報酬制度)

「連結注記表(追加情報)」に記載しておりますので、注記を省略しております。
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(貸借対照表に関する注記)

１　営業上の担保に供している資産

投資有価証券

上記に対応する債務

支払手形

買掛金

469百万円

635百万円

548百万円

２　有形固定資産減価償却累計額 4,104百万円

３　保証債務

　金融機関からの借入等に対し債務保証を行っております。

従業員に対する保証 7百万円

４　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

関係会社に対する短期金銭債権 27,254百万円

関係会社に対する短期金銭債務

関係会社に対する長期金銭債務

12,962百万円

5百万円

５　期末日満期手形等

　　　期末日満期手形、確定期日に現金決済される売掛金・買掛金及び電子記録債権債務の会計処

　　理については、手形交換日、確定期日または決済日をもって決済処理をしております。

　　　なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形等が期末日残高

　　に含まれております。

受取手形 4,328百万円

電子記録債権

売掛金

支払手形

電子記録債務

買掛金

1,146百万円

25百万円

3,247百万円

1,877百万円

2,986百万円
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(損益計算書に関する注記)

関係会社との取引高

関係会社に対する売上高 68,474百万円

関係会社からの仕入高 6,768百万円

関係会社との間の営業取引以外の取引高 1,714百万円

(株主資本等変動計算書に関する注記)

　自己株式に関する事項

株式の種類
当事業年度期首

株式数
当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

普通株式 1,012千株 84千株 68千株 1,029千株

（注）上記自己株式には、「役員報酬BIP信託」の信託口が保有する自己株式を含めております。

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

 単元未満株式の買取請求による増加

 役員報酬BIP信託の買付けによる増加

0千株

84千株

 減少数の内訳は、次のとおりであります。

 新株予約権の行使による減少 68千株

－ 17 －
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(税効果会計に関する注記)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

項　　目 金　　額

繰延税金資産

賞与引当金 573百万円

投資有価証券評価損 290

たな卸資産評価損 173

貸倒引当金 149

未払事業税 112

減損損失 102

出資金評価損 31

その他 185

繰延税金資産小計 1,618

評価性引当額 △696

繰延税金資産計 921

繰延税金負債

退職給付信託設定益 △272

前払年金費用 △140

特別償却準備金 △60

その他有価証券評価差額金 △1,429

繰延税金負債計 △1,902

繰延税金資産純額 △980

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該

差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 30.6％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.3

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △4.4

住民税均等割額等 0.5

評価性引当額の増減額 △1.4

その他 △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 27.5

－ 18 －
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(関連当事者との取引に関する注記)

子会社等

種類 会社名 住所 資本金
(百万円)

事業の内容
議決権等
の所有割
合

関係内容
取引の内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の兼任 事業上の関係

子会社 ユアサテクノ㈱
東京都
千代田区 301 工作機械の販売 100％ 有 商品の販売

工作機械の販売 9,959 売掛金 4,739

グループ資金の
集中管理 － 預り金 2,796

子会社
ユアサプロマテ
ック㈱

東京都
千代田区 305 ＦＡ関連機器・

工具等の販売 100％ 有 商品の販売
ＦＡ関連機器・
工具等の販売 11,124 売掛金 6,629

子会社
ユアサクオビス
㈱

東京都
千代田区 352

住宅設備・建設
資材の販売及び
設置工事の請負

100％ 有 商品の販売

住宅設備・建設
資材の販売 6,393 売掛金 2,712

グループ資金の
集中管理 － 預り金 2,490

子会社
ユアサプライム
ス㈱

東京都
中央区 450 生活関連商品の

販売 100％ 有 商品の販売
生活関連商品の
販売 13,408 売掛金 3,917

子会社 ユアサ木材㈱
東京都
千代田区 270 木材製品・合板

の販売 100％ 無 商品の販売
木材製品・合板
の販売 7,106 売掛金 2,485

（注）１  取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高（預り金を除く）には消費税等が含まれておりま

す。

      ２　取引条件及び取引条件の決定方針等は、一般取引と同様であります。
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(１株当たり情報に関する注記)

１　１株当たり純資産額 2,913円84銭

２　１株当たり当期純利益 342円07銭

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益 338円52銭
（注）１  １株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に役員報酬BIP信託が保

有する当社株式(期末発行済株式数84千株)を含めております。
２  １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりであります。

損益計算書上の当期純利益 7,573百万円

普通株式に係る当期純利益 7,573百万円

普通株式の期中平均株式数 22,138千株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた
普通株式増加数

232千株

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算
において控除する自己株式数に役員報酬BIP信託が保有する当社株式(期中平均株式数56千株)を含
めております。

(重要な後発事象に関する注記)

　該当事項はありません。

(その他の注記)

　記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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